






資料６





年度評価方法の見直しについて（実績報告書のあり方を中心に）









































資料●





23年度業績評価の進め方





過去の評価委員会での意見








○評価対象となる小項目数（100～200項目）が多く、論点の明確化を図るべき。


○活動実績だけでなく、成果（アウトカム）のディスクローズや評価も必要ではないか（目玉事業など）。


○特徴的な取組みを示すなど、府民に分かりやすいものにすべき。


○府・府民とのコミュニケーションツールとして活用するべき。


○目標比だけでなく、前年比をミックスして評価してはどうか。


○類似する法人との比較の観点で行うべき。


○（大学の）教育面は評価できないが、学生（人材）面や地域貢献面などは評価すべき。


 [平成23年8月25日　第26回評価委員会資料より抜粋]








○これまでの評価委員会で確立・蓄積した評価の視点・ノウハウ、また評価手続き（流れ）、５段階評価（小項目評価のⅠ～Ⅴ/大項目評価のS、A～D）、評価報告書の様式については、今後も継承





○ただし、府民に対するディスクローズを強化するため、以下見直しを行う


◆より簡潔に


・実績報告書の重点化・簡素化


①　項目数の削減：項目の重複を解消/30項目程度を上限に設定


②　特筆すべき優れた実績や特色ある取組等記載内容のメリハリ化


箇条書きによる記述や表・グラフの活用等　　　　


　　→これに伴い、総ページ数も１/３程度まで削減


・より幅広い評価指標の設定により、実績を提示　　　


　　・サイテーションインデックスや企業・学生満足度（大学）


　　・診療実績・経営指標から地域連携・人材育成まで（病院）


　　・重点的な取組については、事業成果についても報告（共通）


◆より客観的に


　・主要経営指標の他機関との比較資料/時系列での比較資料を提示


※類似する大学法人や公立病院と比較


◆より多くの取組実施状況の調査・分析の実施


・大学の地域貢献及び国際化を評価対象に追加


・学生（人材）面の評価は引き続き検討（適切な評価指標の選定など）





見直しのねらい











府民に対する適確なディスクローズの実施


・評価を通じて法人の事業効果、存在意義を府民に説明・理解


・論点の絞り込みにより、主要項目について重点的かつ掘り下げた議論を行い、法人改革を促進








